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中国の国民経済計算が直面する問題と今後の改革方向＊

許憲春（箸）

季潔・作間逸雄・谷口昭彦・佐藤勢津子（翻訳と解題）

〔要旨〕

改革開放以後の中国国民経済計算の発展の歴史を振り返り，これまでの成果を確認す

存在する問題点を指摘し，今後の改革方向について論じる。

本稿では，

るとともに，
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フが下放されて，’'1民総済計算の作成業務が完全

に中断された。

改革開放以後，統i汁作成業務の再ＩｌＩ・回復が徐々

に進められた。まず，ＭＰＳ体系の国民所得勘定

が復活し，その後，ＭＰＳ型の全国産業述関表が

２１，１作成された。それは1981年産業連関表`縦(1)と

1983年産業連関表であった。

改革|)Ⅱ放の深化と国民経済の成長にともない，

ＭＰＳ型の統計作成だけでは，もはやマクロ経済

管蝿のニーズに応えることができなくなってきた。

たとえば，改革開放以降，第三次廉業は急速な成

長を遂げたため，マクロ経済管理部門が産業政策

の策定のうえで，節三次産業の発展状況を把握す

る必要が出てきたが，ＭＰＳ型の統計ではこれに

対して無力である嬢この状況の下で，ＭＰＳ型の

統計作成を継続すると'１１時に，それと平行して

ＳＮＡの調査研究とＳＮＡ型の統計の作成作業を

１１１１次行なってきた。1985年にはＳＮＡ概念の国内

総化産（ＧＤＰ）が初めて推計され，］987年には

ＳＮＡ概念に基づく産業連関表が，さらに１９９２年

Ｌ改革開放以後における国民経済計算

の進歩

１９５０年代，l1ilE1の統計部'１１は，｜日ソ連の経験

に学びながら，物的ﾉﾋ産休系（MPS）の基本理

論と方法に基づいて新中国の国民経済計算の轄備

を進めてきた。まず，ＭＰＳ概念の国比所件勘定

が作成され，その後，社会生産物の生産，蓄積お

よび消費のバランス表，社会生産物と,,;,民所得の

盤産，分配，再分配のバランス表，労働力資源と

分配バランス表などのＭＰＳ概念の一連の重要な

表が相次いで作成されたが，不幸なことに，これ

らのバランス表の作成がスタートしたころ，人躍

進期の「反教条主義運動」に遭い，作成作業は批

判を受け，過度に煩Iiljであるという理{,,で多くの

バランス表の作成が停lこされ，ｉｌ１ｌＫｌのIIil民経済計

算は初めての大きな搾折を経験した。２１口１１１の大

きな挫折は文化大革命であった。文化大革命｝０，に

は，統計機関の活動は停止し，多くの統計スタッ

＊本稿は，２００１年中国全国風災経済計算統計会議における同家統計局国民経済i汁算司長CLi時）許氏の報告の一

部であり，のちに「統計研究」２００２年第４号に発表され，また，「中'五liFl民経済核ii1r与宏観経済問題研究」（''１
同統計出版社，２００３ｲ|ﾐ）の第９章として収録された、
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にはＳＮＡ概念に基づく資金循環表の作成が開始

された。

それと同時に，1984年から国務院は，新Ilil氏

絲済計算体系の立案と設計のために，専門委員会

を設けた。この委員会の指導の下で，国家統計肘

は関係部ＩｉＩｊと共同して理論的な検討を深め，広く

各方面からの唖見聴取を行ない，一部の試算も行

なった」とで，１９９２年に『''１国圧|氏経済計算体系

(試行案)」を確定した。この試行案はＳＮＡの甚

本的な枠組みを採川しながら，部分的にＭＰＳの

内容を保留し，ＭＰＳとＳＮＡをミックスした体

系であった。

１９９３ｲ|そのＭＰＳ概念の国民所得勘定の廃止をひ

とつの象徴として、’１１国のlFI民経済計算はＭＰＳ

とＳＮＡの混合体系の段階から，ＳＮＡ体系その

ものを実施する段階に入った。この段階では，こ

れまでの経験を総括し９３ＳＮＡの検討を進める中

で，国民経済計算のilill度面・方法面についてさま

ざまな兄llLIしか行われた。それはたとえば，社会

消費，総消費，総投資，財産所得などの基本概念

と用語を改め，制度部門分類と産業部門分類を調

獲・細分化し，基本表式・勘定における指標設定

方式を洲柊することなどであった。また，この段

階で，ＳＮＡｌＭの貸併対照表と国民経済勘定の作

成が開始された。

さらに，１９９９年から，我々は１９９２年以来の攻

１'１〔の成果を踏まえて，『'１１国国比経済i汁算体系

(試行案)」の抜本的改訂を行ない，『中国国民経

済計算体系」案を作成した。この案については各

〃面から広く愈見聴取が行なわれており，認可プ

ロセスを経次第，正式に出版され，今後一定１１Ｊ１間

における中国''５１民経済計算作成の指針になるだろ

うｃ

以上で分かるように，改iVL開放以降，中国の'五１

民経済計算には大きな進歩があった。基本的な枠

組みがＭＰＳ体系からＳＮＡ体系に移行したこと，

'１１心的な集計量がＭＰＳ概念の国民所得から

ＳＮＡ概念の｢111勺総/LL塵に変更されたこと，廠業

連関表の作成についてもＭＰＳ型の物的部門のみ

の産業辿関表からＳＮＡ型の物的部門と非物的部

１１１]の両方を含む産業迎牒I衣へと発展し，ＳＮＡ型

の資金循環衣，賃('１｢対照表および圧|氏経済勘定の

作成も開始された。しかも，これらの統計のいず

れについても統計作成業､i上の改善・進展がﾂﾞ|き

続き兄られろ。たとえば，ＧＤＰ推計がＭＰＳ方

式のｌｌｉｌ民所iMk推計をベースに，その洲幣・補充に

よって間接的にＧＤＰを推計する方式から，原資

料から直接ＧＤＰを推計する方式に変更された。

また，初期には生産面のみの推計からスタートし

たが，その後使用1ｍの推i汁も行なわれるようにな

り，さらに年次推計から|ﾉＬＩ半期１１１:計へと発展した。

改球開放以来，｜'：1民経済計算は党と政府が社会

主義Tli場経済の連憐状況を把握するための雨要な

手段となっており，経済発展戦略，中長期ビジョ

ン，年次計lII1iなど，さまざまなマクロ経済政策を

策定するための重要な判断材料を提供しているロ

たとえば，「|'国共瀧党第１４期ｌｌｌ央委員会第５回

全体会議では，１９８０年から２０００年までに，人口

が約３億人1W川するという前提の下で，１人)Liた

りＧＤＰを］980年の４僻とする戦略的な｜|標を

提起したが，それはＧＤＰ統計と経済発展状況に

１１Mする予測を基礎にして投定されたものである‐

また，中国政府が第７回５ヵ年計画，第８１面１５ヵ

年計l1IIi，第９回５ヵ年計画と２０１０ｲ'2長期計ldliの

中で提示された経i/df成長目標および各年次計画の

中で示された経済成長'三|標も，ＧＤＰ統計と経済

発展状況に関する予測を荘礎にして提起されたも

のである。１９９８ｲI呈以後，中国は積極的な財政政

策と慎重な金融政策をとってきたが，これもlR1民

経済計算データに示された経済成長率の低下，最

終需要の不足と密接な関係がある。

改赦開放以来，’'１国国比経済計算は長足の進歩

を遂げてきた。これは国民経済計算に桃わるスタッ

フと先輩たちがともに努力してきた結果である。

Ⅱ現在の中国国民経済計算に存在する

諸問題

中ｌＩｉｌの国民経済i汁算は改革ＭＩＩ放以来大きく進歩

はしたがまだ膝史が浅く，しかもその間にＭＰＳ

からＳＮＡへの移行過程を経験したため，統計作

成上の制度的基盤が依然として脆弱である。それ
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等々の問題に，党とllUjlL政府諸部'１']からのllL1心が

高いが，国民経済計算統計はまだこうしたニーズ

に＋分応えられていない。

第二に，’71民からのニーズに十分応えられてい

ない。計画経済体制下の伝統的観念の名残で，国

民経済計算扣､'1部署は''1民に統計サービスを提供

するという意織がまだ足りない。たとえば，公表

データの速報性と整合性が十分重視されておらず，

また，国民経済計算の概念，方法，項目のカバレッ

ジやそれらがUk訂なされる際の周知・宣伝や解説

も不十分である。したがって，国民経済計算デー

タに対する剛氏からのニーズと，そうしたデータ

をflM解するための正確な情報へのアクセスに対す

るニーズに十分応えられていない。

岐後に，同際交流のニーズに’一分対応できてい

ない。中国のlIil氏経済計算は長足の進歩を遂げた

が，先進国と比べ，また，９３ＳＮＡの基準と比べ

ると，依然として大きな|)Mきが存在している。我々

の分類は粗く，また，未推計の項１１があり，推計

方法についても比較可能性を持たないところがあ

る。そのため，国連などの'五|際機関に国民経済計

算関連統計を提出する義務も完全には果せない状

態である。改革開放以来，我々は'11外，特に先進

国の'11民経済計算の推計方法を研究することに力

を入れてきた。一方，’''１Ii1は世界舷大の発展途上

国であり，改jY〔開放以米，急速な経済成長を遂げ，

圧|際的地位がますます飛要になるにつれ，’|'|刊の

国民経済計算の推計方法について知りたいという

国際社会からのニーズが大きくなっている。この

ニーズに対する我々の認俄は，まだ不十分である。

たとえば，Il1lIflは国民経済計算においていくつか

特殊な取り扱いを行なっているが，これについて

海外に対して迂伝，説1ﾘ]がほとんど行なわれてこ

なかったため，海外の専門家たちはやむをえず彼

ら「1身の経験に基づいて''１国の推l汁方法に対して

推illlL，住々にして間迷った結論を導くことになっ

てしまっている。

’１１国の経済はすでに供給不足の段階から脱出し

たが，以上に述べてきたように，｜Rl氏経済計算に

関しては，まだ多くのニーズに応えることができ

ないでいること，いわば，それは供給不足の段階

にllllえて経済体IlilllHiの要素などの制約もあり，現

時点では国民経済計算の水率はいまだに比較的低

い□未と露局長が２０００年全国統計Aij長会議で指

摘したことであるが，「統計作成はその３つのニー

ズに応じきれていない」という評価は，国民経済

計算についてもそのまま当てはまる。

第一に，党と政府のマクロ経済管HMからのニー

ズに応じきれていない。

周知のように，［F|民経済ｉｉｌ算は，党と政府が|玉｜

民経済の運営状bLを把握するための爪要な手段で

あり，経済政策を策定するための重要な根拠を提

供するものでもある。しかしながら，現実には，

生産アプローチによるＧＤＰ推計にも所得アプロー

チによるＧＤＰ推計にも欠然があり，産業の部門

分類もINIすぎ，また，産業部門別資本ストックの

推計が行われていないため、産業構造の状況，厳

業部''１]別にみた所得水準の格差，産業部門別の労

働生藤|ｿﾞlz，資本産出効率と役人産出効率などの'1ｉ

要な経済情報を把握するという党と政府のニーズ

に応えられていない。また，四半期ＧＤＰの椎iiI

をしていないため，党と政IITがタイムリーに|ﾉL1半

期ごとの国民経済の変動と趨勢を把握するニーズ

に応えられていない。さらに、不変II11i格推計の方

法が木確立であり，不変IIlli格表示のＧＤＰおよび

その産業部門別・肢終使用別構造データを提供す

ることができない。そのため，党と政府が，経済

の規模と構造のh11Lなる年度にまたがる時系列的変

化や総合物価水準の変動を比較可能なかたちで把

握するニーズに応えられていない。また，各地方

別ＧＤＰデータの粘度が異なり，地方別ＧＤＰデー

タの集計値と国のデータとの開きが大きいため，

党と政府が各地域の経済水準や成長ぶりの相違を

正確に把握するニーズに応えられていない。

改革開放の深化，経済の急速な成長と社会の進

歩にともない，党と政府はIHI氏経済計算にますま

す多くの期待をtliFせている。たとえば，近年，ツＩＬ

なる経済類型（ウクラード）の国民経済に占める

シェア，ハイテク産業，情栩産業，観光産業，文

化産業の国民絲済に占めるシェアおよびそれが経

済全体や国民生活に及ぼすＭ２響の度合い，経済発

展が資源環境にﾉﾌﾞえる影響およびその相互作川，
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にあることがわかる。社会主義市場経済の発展，

経済のグローバル化の進行，ＷＴＯ加盟にともな

い，党と政府，国民さらに国際社会からも我々に

対する要望がいっそう高まるであろう。それに応

えることが我々の国民絲済計算に対するチャレン

ジでもある。

具体｢1<jには，中国の111比経済計算について次の

ような'１１１題が存在していると考えている。

産業などのような複介雌業への分類ニーズに応え

られない。その原因の1つはサービス業の部門分

類がなお粗くて，このような複合産業の分類に対

応できないことである。

また，国際基準と比べて，支出アプローチによ

るＧＤＰの項目分類がWlすぎる。たとえば，政府

消費は1つの頂|=|にIこまっており，９３ＳＮＡの求

めているような政府機能による細分化はまだして

いない。
1．ＧＤＰ推計の問題

（１）付加価値の推計方法が統一されていない

付UllIllli値の推計については，現時点ではミック

ス法が採川されている。いわゆるミックス法とは，

一部の産業部門の付力11価値は生産アプローチで推

計され，一部の産業部ＩｌＩｊ付加価値は所得アプロー

チでHf,ilされるということである。この力法は，

付加I1lIilli(推計のための資料データが不足している

という'M1題に対応するためにやむを得ず採１１]して

いるが，しかしながら，結果としては全ての産業

の１ｋ座アプローチの櫛造データも，全ての産業の

所得アプローチの構造データも得られないことに

なっており，ＧＤＰ分析の応111範囲が大きく制約

されることになっている。たとえば，産業部門別

の役人産出分析や，労働者報酬，純生産税、固定

資産減耗と営業余剰の各産業部門の分nj状況の分

析を行なう際などにIljll約となっている。

(3)サービス業の推計問題

’|'|K1の伝統的な国民経済の生産と仙川に関する

推計は物的生産物のilIijllNに限定されていた歴史が

あり，その名残として今でもサービス業統計の基

盤が非常に薄弱である。その影響を受け，サービ

ス業付jⅢ価値の推計〃法にも問題が多い。ここ数

年，ＧＤＰに占めるサービス業のシェアは３３％前

後となっているが，これは先進国よりはるかに低

いだけでなく，多くの発展途上国よりも明らかに

低い。たとえば，インド，フィリピン，ベトナム，

カザフスタン，バングラデシュなどのllilはサービ

ス業付illl価値のシェアがいずれも４０％以｣皇であ

る。ＩＩｊｌ可サービス業のシェアが先進国と比べて低

いことはまだ受け入れられるが，上のような発展

途｣二lK1と比べてもこんなに大きな開きが存在して

いるとは信じがたいことである。しかし，’''1玉|サー

ビス業統計の現況にかんがみて，我々はまだ満足

できる回答を与えることができない訳脈(2)。（２）産業分類と支出項目分類の問題

ＧＤＰの生産勘定については，産業分顛が粗す

ぎる。特に鉱工業と一部のサービス業の部門分類

はそうである。鉱工業の付加価値は４万億元弱で，

ＧＤＰに占める比重は４４％（2000年）となってい

るにもかかわらず，一部門としての集計ｲi(【しか公

表されていないので，鉱工業部門に属する異なる

産業lWIl11の発展状況と構造変化を分析することが

できない。その主な原ｌｋｌは，一定規模以下の鉱工

業標本調査の実施期間がまだ短く，詳細な産業部

門別に分類されたデータを提供することができな

いことにあるといえる。鉱工業と比べて，サービ

ス業の部lIII分類は相対的に詳細であるが，依然と

して杵1111機関からの，l1li報産業，観光産業，文化

（４）四半期推計の問題

１Ｍｲ1:行なわれている|ﾙ|､'2期ＧＤＰのⅢIiil･は，生

産llllの四半期データで積み上げた累計ﾉ|臭産椎計が

あるだけで，四半期好のAlﾐ産推計が行なわれてお

らず，使用推計，すなわち支出サイドの囚半期

ＧＤＰ推計も行なわれていない。四半191別の生産

推計は各|ﾉﾘ半期の['1比経済の生産をlilWするもの

であり，累計生産推計に比べて，より足「の国民

経済生産発展の傾向を反映し，タイムリーに短期

マクロ経済分析と政策立案の判断材料を与えるこ

とができる。支出サイドから四半期別ＧＤＰ推計

を行なえば，｜L|半10にとの最終需要の動きが分か
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推計する際に対応する消費者物価指数が存在しな

いので，その場合には代替的な価格指数を利11]す

るしかなく，この部分のサービス業実質付加ＩＩｌｉ値

の精度に悪影響を与えることになる。

第二に，サービス貿易価格指数が存在しないこ

とである。中国では今のところサービス貿易I11i格

指数が作成されておらず，不変価格表示のサービ

ス輸出入に関する推計は財貨貿易価格指数と'１１内

外の関連するサービスIilli格指数を参考にして対応

している。このこともサービス輸出入実質値の推

計に不都合を与える。

第IJqに，支出アプローチによるＧＤＰの項'二1分

類が粗すぎるため，不変価格表示の推計に不那合

を与える。不変I111i格表示の推計は，できるだけ詳

細な品１１分類のj1Lで行なうことが望ましい。それ

は，異なる品目の価格変動が異なるからである。

分類が詳細であればあるほど，価格変動要素を比

較的排除しやすい。中国の支出アプローチによる

ＧＤＰの項[|分類が粗いことは，実質ＧＤＰの精

度に悪影轡を与えることになる。

り，これらの情報はlJL1半期ｶﾞﾘ生産推計と同様に，

短期マクロ経済分析と政策立案のためのzR要な判

断材料となる｡特に積極的な財政政策と安定的な

金融政策の下で，インフラ整備による投資拡大，

消費誘発，輸出促進を|｣指している現在の中国で

は，l1L1半期別ＧＤＰを支出サイドから推計するこ

とがいっそう尅要となっている。

（５）不変価格表示のＧＤＰ推計における問題

当期価格表示のＧＤＰと比較して，不変価格表

示のＧＤＰ推計がいっそう薄弱と言えよう。不変

価格表示のＧＤＰ推計の問題は主に以下の幾つか

の面に表れている。

第一に，鉱工業と農業の不変価格表示の付力ⅡIilli

値に関するI11i計方法に問題がある。鉱工業と農業

の不変価格表示の付jⅢ価値推計の'11]題は，実際，

鉱工業と農業の不変Illli格表示産出額の算１１１問題に

由来する。鉱工業を例として説明しよう。中国の

鉱工業統計におけるイ〈変価格表示産出額の算出に

は，１９５０年代初期に開発された伝統的な方法が

そのまま利111されている。その方法では，まず，

国家統計局がＩＥＩ務院の関係部門の協力を得て，各

種の鉱［業製,P,の不変価格を決める。次に，鉱［

業企業がこの不変価格を基に，各｢|不変(illi格表示

の産||}額を樅計して，末端地ﾉﾋｧ政府から'１１央へlllfj

次に集計することによって，各地刀レベルと国の

不変価格表示の鉱工業産１１１額が得られる。この推

計方式には次のような問題があった。すなわち，

①作業が彪大でありコストが高い，②基準期以後

に堆産された新製品については価格の変動要因を

排除しきれない面がある，③推計結果は木端組織

にある担当者の業務遂行能力などの影響を受ける，

④各段階で順次に集計する方法は不正操作の余地

ができてしまう。

第二に，サービス業価格指数の整備が不十分で

ある。’１』国ではサービス業に関するﾉﾋ産考価格指

数が作成されていないため，サービス業の実質付

加価|'((の推計には，」iL本的に消費者物価指数にお

けるサービス項目価格指数を対応させて利用して

いるが，広告などのような家計を対象としない企

業向けサービスについては，その実質付加価値を

（６）未観測経済推計の問題

ＯＥＣＤの定義によれば，未観測経済は非合法

生産，地下経済，および非公式部門のﾉﾋ産活動な

どを含む。これらの生産活動は統計調査から掘れ

やすく，ＯＥＣＤによれば，これら経済活動の

ＧＤＰに占める比率はオーストラリアが３％、イ

タリアが１５％，ロシアが２５％となっている。中

国のＧＤＰには未観測経済の要素を－部考慮して

いるが，まだ未観測経済に関する系統だった本格

的な研究が行なわれておらず，その問題に的をし

ぼった推計が行なわれていない。

2．産業連関表の作成に存在する問題

産業連関表には，供給表，便11]表と対称型産業

連lILI表が含まれる。そのうち，対称型産業連|卿表

には，さらに商[１A×商品表と産業×産業表が含ま

れる。対称j1i1産業連関表は産業連関分析を行なう

ための分析型の表であるのに対して，供給表と使

用表は主として勘定の役割を果たしている。たと

えば，使用表は生産アプローチ・所得アプローチ.
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文ｌＬＩＩアプローチの国内総生産を一表で表現し，

ＧＤＰの３つのアプローチの机互関係を提示し，

ＧＤＰ統計の細分化された情報を提供することが

できる｡しかしながら，現時点では，中国は依然

として商品×商品表のような分析型産業連関表の

作成を主としており，国民経済計算によって求め

られているような完全な供給衣と便11]表を作成し

ていないため，国民経済計算における供給表・使

１１]衣の機能を発揮することができていない，特に，

ＧＤＰを細分化したり，ＧＤＰ推計の３つのアプロー

チを接続するというような使用表のもつ機能をま

だ発揮することができていない。

専ら産業連関表の分析機能が重視されているた

め，’'１|玉|の1蘭,W1xMj,'h1I表の作成方法も|玉1際的に慣

用されている方法と異なっている。ｌｌｉ１際的に慣用

されている方法とは，先に供給表と使用表を作成

した上で，商品×商品表を導くことであるが，中

国は「直接分解法」で商品×商品表を作成してい

る。「直接分解法」は，ＬＬ雌過程に投入されたさ

まざまな財・サービスおよびその他のコストを商

,h'１部門別に，企業が｢|らそれを分解することが求

められることになる。市場経済の下では，このよ

うな作業を企業に要求することは非常に困難であ

る。というのは，この分解作業は非常に複雑で．

多大な労力の役人が必要とされるが，それは企業

のコストを増大させる一万，企業にとって直接的

な利益があるわけでもない。このほか，このよう

な分解調査は多数の被調査企業と大勢の調査扣当

スタッフを動員することになるので，その'１１には

一部の無責任な被調査企業や調査担当スタッフが

混在することになりかねない。そうなると，調査

結果の精度にも悪彫響を与えることになり，した

がって「ii1〔按分解法」によって作成された産業連

INJ表が現実を反映したものとは言いがたくなる。

資産に分け，そのうち，有形固定資産をさらに住

宅，他の家屋と建築物，機械・設ｌｉｌＩｉなどのように

細分することをしていない。また，それを産業部

''１]に応じて分類することも行なっていない。実|際，

こうした分類は'１１，１定資産ストックの撒造分析や，

各産業部門の資本産出効率分析などに非常に有用

である。

９３ＳＮＡでは，１１１１定資産のストックは貸惜対照

衣を作成する時点の当期ilj場価格，すなわち，再

調達費用価格によって評lllliすることが勧告されて

いる。この価格はその固定資産が実際に職人され

た時点のIllli格，すなわち，取得費)Ⅱ価格としばし

ば異なっている。たとえば，インフレが続く場合

には，I1lil定資産のＩｌｉ調達ffll]がその取得費川価格

より高くなることが多く，したがって，再調達費

川によって評価される固定資本ストックも取得費

１１１価格により評価されたl1Ijl定資本ストックより高

くなることが多い。しかし，資料上の制約がある

ため，l11lIjIの貸Ilf対照表における|IIrl定資産ストッ

クは，従来通り固定資産の取得費ll1Illli格に荘づい

た推計となっている綴征(3)。

4．地域経済計算に存在する問題

地域経済計算の'１M題には，地域経済計算lIIil有の

問題の取り扱い，地域経済計算データと国民経済

計算データとの接合の問題，さらに地域経済計算

の推計範閉の問題が含まれる。

国民経済計算と比べて，地域経済計算には多く

の特殊性がある。たとえば，財の''1家間での移動

は，通常，税関を通過しなければならないため，

財の輪Ⅱ}・輸入を推計するための資料は比較的入

手しやすい。しかし，財の地域間での移動は，通

常目由に行なわれており，それを審査・登録する

Mj〔門機関が存在しないので，財の地域間の移出・

移入に[１０する資料の取得は非常に体|難である。ま

たほかの例として，国内「･会社とその海外本社と

の会計は通常比較的強い独立性をもつのに対し，

ある地域にあるイ･会社と他の地域にある本社とは

財務上の独立性は相対的に弱い。これは地域の要

素所得の流出・流入の推計や，貸借対照表の推計

には大きな困難をもたらすことになっている。こ

3．貸借対照表の作成に存在する問題

貸借対照表の問題には，固定資産分類の問題と

lI1il定資産ストックの価格評価の問題がある。

まず，lIil際基準と比べて，中国のMil定資産の分

類は粗すぎる。たとえば，９３ＳＮＡで勧告されて

いるように，固定資産を有形固定資産と無形'1171定
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の水瀧を全面的に高めることである。

中国の国民経済計算統計はこれまでの改革成果

を」悲礎としながら発展しなければならない。

ＭＰＳ体系からＳＮＡ体系への移行においてもそ

うであったが，ＳＮＡ体系における新たな発展も

同様である。そのために，改革開放以来行なわれ

てきた圧|民経済計算統計作成業務における実践経

験を総括し，それとlijl時に”精励克己して学習し，

果敢に探求する精神を持って，新機軸を開拓しな

ければならない。これはマルクス主義の「与時倶

進（時代とともに発股するという意味，’'１国共産

党第１６１''1全IIi|代表入会［2002ｲ1：11月］で採択

された報告の中のスローガン)」の理論精神が我々

の'１１氏絲済計算の実践に対する要求でもある。ま

た，国際社会で広く受け入れられている国際基準

である９３ＳＮＡをよく学課・研究しなければなら

ない。９３ＳＮＡは，社会主義諸国を含めた世界中

の多くの国，特に先進国の'11氏経済計算の経験を

総括しており，’１t界''１の多くのlIil民経済計算専門

家の共同の知恵を集約するものでもある。

93ＳＮＡは世界における国比経済計算の発展水準

を代表しているものでもあるので，それを模範と

してll1lIilの国艮経済計算を発展させなければなら

ない。そのため，９３ＳＮＡの実施をめぐって国連

などの国際機関によって作成された一連のハンド

ブックを学習しなければならない。それらは我々

が９３ＳＮＡをよりよく実施するための手助けにな

るであろう。さらに，我々はまた諸外国の国民経

済計算に関する先進的な方法を学び参考にしなけ

ればならない。それによって''１|り道をせずに，’１１

国の国民経済計算の発展を加速し，より速く先進

ＩＲＩとのllli雛を縮められるであろう。

我々の仕事である''1民経済計算では，他の統計

作成と|『I様に”概念の正確|ｿﾞ|：，分緬の規範性，カ

バレッジの明確性，推計方法の実行可能性，時系

列の比較'１１能ﾔl：が特にiE視されている。これは我々

の仕事の特徴である。しかし，これらの特徴は我々

を思考停I上に陥らせ，小心翼々として，自らで束

縛し、進取の桁神を失わせるものともなる。我々

は|］己批判の精神，「|ら新機軸を打ち出す精神，

進取の精ＩＩ１ＩＩを持たなければならない。そうするこ

うした地域経済計算のljI｢|ｲjのllu題については，我々

の研究はまだ非常に不十分であり，適切な解決方

法は今のところ見出されていない。

１９９５年以降，地域とlIilとのＧＤＰの集計値・構

造・成長率の推計数値には大きな開蕊が存〈[する。

ここ数年，データ品質評価を行なうことによって，

成長率の開きをある程度抑止することができたが，

集計Iiillと構造の開きは依然として楽観視できない．

’'''11では，地域間の経済発歴格差が大きい。そ

のため，政府部門や|玉I瓜一般の国民経済計算統計

に対する要望がそれぞれ異なる。したがって，そ

のことを反映して|Ｆ１氏経済計節部門の統計的資源

配分も一律ではない。しかし，現在の地域経済計

算に推計･JIIl1や表章には統一のパターンが採用さ

れており，上下も左右も同じことをしなければな

らない。その結果として，一方では，需要の非常

に高いデータが提供できなくなり，他方では，非

常に人手不足の状況であるにも関わらずニーズの

ないデータを提供し続けているのが現状である。

９３ＳＮＡと比べて，中ＩＲＩの瓜氏経済計算にはこ

のほかにもまだ多くの不足が〃在している。たと

えば，現実最終消費の推計，娯楽・文学または芸

術作,１，，１１，の原本などの無形固定資本の推計，１１t重品

の推計，土地と地下資産に関する評価と再評価勘

定，文化財史跡に関する勘定，非取り|要素による

資産唖変動とその他の変動勘定等々がまだ実施さ

れていない。しかし，これらの項目については現

時点では多くの先進国も正式には未fj(さ施であり，

中国で近いうちにこれらの問題を解決する１１能性

は低いので，ここでは検討しないこととする。

Ⅲ中国国民経済計算の今後の改革方向

中lIi|国民経済計算の今後の任務は，改革|)'１放以

来のlIil氏経済計算における統計作成の実践経験を

総括するとともに，中llflの実ｌ１ｌｉに配噸しつつ国民

経済計算の国際基準をいっそう研究し，諸外国の

先進的方法に学びながら．着実に中庇|の国氏経済

計算統計を改善し，社会lﾐ義市場経済体制におけ

る政府，国民のニーズ，さらに国際交流のための

様々なニーズに応えるように，国民経済計算統計
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とはｉｌｌ国のlIil民経済計算に存在する様々な問題の

解決に有利であり，’1('民経済計算の一層の発展を

可能とする。

’1二１国の実ｌｉｌｉに基づいて，概念，カバレッジと推

計方法に対して常に革新をしなければならない。

いつまでも比較可能性を理｢'1にし，以前の概念は

こうだから，今後も|,りじ概念にしなければならな

いとか，以前のカバレッジはこうだから，今後も

同じカバレッジを取らなければならないとか，以

前はこの推計方法を採用したから，今後も同じ方

法を採用しなければならない，といったような判

断は慎むべきである。いつも同じことを繰り返し

することになると’'1国の['(|氏経済計算は進歩で

きない。これについて，先進'１１のやり方を学ぶ必

要がある。たとえば，アメリカは，１９４２年以来，

[Kl氏所得と′|i産勘疋に対して１１回も包括的な改

訂を行なって来た。ほぼ毎l1Ilの改訂には概念の調

整，カバレッジのijlM整，利11]する資料の調整，推

計方法の調整をともなっている。これが科学的な

態度と私は考える。古くなった概念や，現状を反

映しなくなったカバレッジを洲整しなければ，常

に変化している現実の状況をiE確に捉えられなく

なる。より良い資料や，より科学的な方法が現れ

ても，それを利用しなければ，国民経済計算の統

計数値と経済の実情との乖離がますます拡大する

ことになる｡そうなると，マクロ的・ミクロ的な

経済決定に鰹影響を与え，阿民経済計算の持つ役

割も果たせなくなる。

我々は経験を総括するとともに，阿民経済計算

のllil際基準をいっそう研究し，かつ先進市場経済

諸ＩＲＩの進んだやり方を参考としながら．’'１国の実

情から出発して，国民経済計算の統計作成に存在

する具体的な問題を解決していかなければならな

い。

第一に，收産アプローチと所得アプローチによ

るＧＤＰの推計方法を改善し，現在のミックス法

を徐々に廃止する。産業分類と支出項目の分類を

細分化する，サービス業椎i汁の精度を|ｆ,]上させる。

徐々に四12期ＧＤＰの生産勘定と使１１１勘定を構築

する。不変価格表示のＧＤＰ推計，とりわけ鉱工

業と農業の不変価機表示の付加価値の推計方法を

改革しなければならない。未観測経済の推計方法

を研究し，徐々にその推計を進めなければならな

い。

第二に，社会主鏡市場経済の実IiIiに適応して，

企業の負担を軽減し，産業連関表の精度を|ｲﾘ上さ

せるために，現行の産業連関表の作成方法を研究

し，徐々に改革しなければならない。産業迎関表

と国内総生産勘定とのつながりを強化し，産業連

'１M表がＧＤＰ統計を細分化，３つのアプローチの

糖合性の追求に果たす勘定としての役割を強化す

る。

第三に，固定資産の分類を細分化して，l11il定資

産ストックについて，現行の取得費用価格評価か

ら，徐々に|面久illlflj法による推計に移行する。

第四に，実,情から出発して，地域経済計算の推

計方法の改善に努め，地域と国との国民経済計算

データ間の接合を良くし，「実事求是（実際に即

して正確な方法を見出す)」の考え方により地域

経済計算の推計範'１Nを確定する。

最後に，中国の実情に配慮しながら，資源環境

勘定の作成を進め，中国の経済・資源環境統合勘

定体系を構築する。

各分野別統計［専業統計］は国民経済計算の重

要な基盤である。中国国民経済計算に存在してい

る多くの問題，たとえばＧＤＰ推計におけるミッ

クス推計法の問題，産業部門分類の問題，サービ

ス業推計の問題，四半期推計の問題，不変(''１i格評

Illlの問題など，いずれもこうした各分野別統計と

関わっている。uil民経済計算がもつ経済統計のフ

レームワークとしての役割，データ間の調獲機能

を十分発iliして，各分野|人|の諸統Iil･間の橋渡しと

調整機能を果たすとともに，異なる分野間の諸統

計の橋渡しと調幣作業にも積極的に協力して，分

野別統計制度・方法の改静を促進することによっ

て，国民経済計算の基礎となる分野別統計の充実

を|到る。

現行の統計制度の下では，各行政部門が管轄し

ている諸統計も政府統計に屯要な役割を果たして

いる。各行政部門統計の協ﾉJがなければ，lK1民経

済計算の推計作業は同様にI村難である。このため

に，国民経済計算と分野別統計との交流とJMf11を

“
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図ると同時に，行政部門別統計との交流と調和も

強化しなければならない。各行政部門が管轄して

いる統計の基本概念，カバレッジや取り扱いなど

について国民経済計算との接合を促進し，国民経

済計算の基礎となる行政部門別統計の充実を図る。

地域と|玉|との国民経済計算データの人きな開き

は，’1二'国の国民経済計算のデータ品質の問題のひ

とつの側面を表わしている。データ品質の問題は

多方面にわたる多くの要素によってもたされたも

のであるが，国民経済計算推計作業自体の問題以

外に，制度的問題，分野別統計による問題なども

ある。地域によって，または場合によって，制度

的問題のほうが国民経済計算のデータ品質により

大きな悪影響を与えているかもしれない。しかし，

だからといって，私たちはデータ品質の問題をな

おざりにしてはいけない。いくら原因があったか

らと言って，国民経済計算統計は私たちの手から

出ていったものなので，そのデータに問題があれ

ば，私たちはその責任から逃れることができない，

これについて，我々ははっきりと認識し，あらゆ

る手段を講じて，国民経済計算統計の品質を高め

なければならない。

我々の仕事は共和国の歴史を記録している。我々

の仕事は現実に重要な意味を持つだけではなく，

また深遠な歴史的な意味を持っている。現在だけ

ではなく，何年も経った後でも，我々が提供した

国民経済計算統計は，中国の国民経済の発展を研

究する上で不可欠な財産となる。歴史に背いては

ならない，また，国民の期待に背いてはならない．

そのために，我々は強い責任感を持って，国民経

済計算統計作成におけるさまざまな問題に科学的

かつ真蟄に取り組み，それを解決して，我々が提

供する国民経済計算統計が真の国民経済の状況を

反映するように努めなければならない。

統計１１}版社１９９９年６月。

《訳注》

（１）１９８１年産業連関表は未公表である、

（２）２００４年を対象として，第二次・第三次産業の

すべての経済活動を包括する中国第一回経済セン

サスが実施された⑪この経済センサスの結果を踏

まえ，２００４年の国内総生産（ＧＤＰ）が16.8％上

方改定され，その増加分の92.6％は第三次産業に

よるもので，２００４年ＧＤＰに占めるサービス業の

シェアは31.9％から一気に40.7％に上方修正され

た、

（３）貸借対照表は未公表である、

解題

本号で訳出するのは，中国国家統計局国民経済

計算司長(当時)の許憲春氏が２００１年中国全国国

民経済計算統計会議で行なった報告の一部で，の

ちに『統計研究」２００２年第４号に発表され，ま

た，「『}１国国民経済核算与宏観経済問題研究』（１'１

国統計出版社，２００３年）の第９章として収録さ

れたものであるが，ここで，許氏は中国の国民経

済計算の発展の歴史を振り返り，これまでの成果

と存在する問題点，さらに今後の改革方向につい

て論じている。統計作成担当者であるがゆえに理

解される統計作成の背景や，今後の中国国民経済

計算の行方を示唆すると思われる統計作成の指揮

者としての問題意識など，興味深い内容を含んで

いる。

中国の国民経済計算は１９９３年以降，かつての

中央計画経済諸国が採用していたＭＰＳ体系から

多くの市場経済諸国が採用しているＳＮＡ体系に

準拠するそれに移行した。’'１国で（ＭＰＳ体系に

基づく）国民勘定推計が始まったのは１９５６年

のことである。一方，ＳＮＡ体系に基づく国民勘

定統計（ＧＤＰ統計）の作成は，１９８５年から開始

され，当初は，ＭＰＳ体系と併用されたが，1993

年に，ＭＰＳ体系に基づくその推計を廃止しＳＮＡ

体系への一本化が行なわれた。さらに，この報告

の翌年には，ＳＮＡ体系に準拠した新たなマニュ

アル「中国国民経済計算2002」（李潔訳［2006]，

参考文献

･国連等編著，’'１国国家統計局国民経済計算可訳「国

民経済計算体系（ＳＮＡ)，1993』「|ｺﾞ同統計出版社

１９９５年６月。

･許懸春『ilj国国民経済計算体系の改革と発展」（改
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ロ本統計研究所「統計研究参考資料」No.94）が

作成され，2003年以降，これを、標体系として

の統計整備を進めている。

このように，「社会1三義市場経済」の建設をめ

ざす中国で市場経済を前提としたＳＮＡ体系に基

づいたＧＤＰ統計の作成が行なわれているが，そ

の統計制度にはＭＰＳ時代の報告型制度の名残が

あるうえに，改革開放以降の急速な中国経済の変

化に統計作成の体制作りが十分対応できていると

は言い難い側面もある。

ＭＰＳからＳＮＡへ移行したが，幾つかの問題

点が指摘されている。経済循環を測る中枢体系に

関する問題点としては，①Ⅱ産業別付加Iilli値の推計

方法が統一されていないこと，②産業分類と支出

項ｎ分類が粗すぎること，③基礎統計資料の制限

から支出ベースの四半期推計が実施されていない

こと，④不変価格ＧＤＰの推計に弱点があること

があげられている。

一方，産業連関表の作成については，供給表と

使用表を作成した上で「商品×商品表」を導くと

いう国際的によく利用されるアプローチと異なり，

日本と同様に，５年ごとに作成する産業連関表基

本表のために「全'五|投入産出調査」を行ない，

｢直接分解法」によってアクティヴイティ・ベー

スで投入産Ⅲ関係を得る方法を採用してきたが，

許氏が市場経済に置かれている現在の中1玉1ではこ

の作成方法の限界を指摘している。これは''１国に

おける産業連関表の作成方法が今後変更される可

能性があることを示唆するものかもしれない。

このように，’1-1国国家統計局はＳＮＡ体系を整

合的に整備するための問題点を|ﾘLlらかにすること

によって．その問題点を克服する方向性を見出す

努力をしている。そこで，日本において整合性の

あるＳＮＡ体系を維持するために，どのような体

系を作っているのか実務ベースでの作成方法を概

略的に述べてみたい｡但し，以下の方法にも問題

があることは後述することとする。

日本では，経済循環を勘定として表す「二面等

価の原則」を確立するために５年ごとに公表され

るアクティヴイティ・ベースの産業連関表を利用

し，「国民勘定表」を作成している。これは，産

業連関表の公表年をＳＮＡの基準年とすることに

よって，経済構造の変化を踏まえた「経済のもの

さし」を変えるという手法である。そのために，

基準年はアクティヴイティ・ベースで作成されて

いる産業連関表を経済主体の経済活動とするため

に，商品技術仮定と産業技術仮定を前提として基

準年Ｖ表とＵ表を導き出し，Ｖ表より得られる

産出額からＵ表より得られる'１１間役人額を控除

して付力Ⅱ価値額を推計している。一方，生産勘定

と支出勘定の二面等価を測るためにコモディティ

フロー法を用いて供給側（産出十輪人）から需要

側（'１Ｉ間消費十民間最終消費十総資本形成＋輸出）

を推計している。付加('11i価額は雇用者報酬，lilil定

資本減耗，生産物に課される税（控除補助金）に

分配され，残差を営業余剰としている。このよう

に「国民勘定表」を作成することによって，生産，

支出，分配の各勘定間の整合`性を維持している。

一方，５年単位で改定される基準年に対する中

間年は，生産勘定では，Ｖ表は毎年新しく作成

されるものの，Ｕ表は基準年Ｕ表をベースに様々

な統計資料を使って延長推計する方法が取られて

いる。支出勘定は，民間最終消費支Ⅱ|はコモディ

ティフロー法によって得られた民間最終消費支出

に「家計調査」で得られた計数の動向を参考に推

計し，総資本形成も同様に，機械などの設備投資

はコモディティフロー法により，住宅は建設コモ

法をベースに各種建設統計を用いて推計している。

四半期推計も同様に，基準年をベースにした１１１

間年の「国民勘定表」の需要側を様々な統計を利

用して延長推計をしている。なお，’1本では供給

側の四半期推計は公表していない。それは，Ｕ表

を四半期延長推計することが困難なためである。

この基準年「国民勘定表」をベースにする手法

は，日本でも近年の技術革新による経済構造の変

化に耐えられなくなってきているこげ特に，コモディ

ティフロー法の核となっている供給側から需要側

へ配分される各種商品の配分比率は毎年各種資料

を使って見直しを行なったり，流通経路の再検討

を毎年行なっている。さらに，新たに生み出され

た財・サービスをどのように取り込むかを苦心し

ているところは，各国共通の悩みといえよう。日
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済にとどまらず，地域経済活動との整合性を見て

おく必要から地域経済計算の軍要`性が説かれてい

る。地域の経済iiiW動を推計する場合，財貨・サー

ビスの地域間取り|に伴う「移１１１．人」の推計，所

得や消費を推計するときの「内概念」と「民概念」

にどのように対応すべきかといったllU題，ＧＤＰ

と積み上げたＲＤＰ（ﾘﾑ内総生産）との開差の問

題点が明確にされている。Ｈ本では，４７都道府

ﾘiLの自主l'ｌｉな事業として「県民経済計算」は発展

してきた。４７都道府県のＲＤＰの比較が可能なよ

うに，国民経済計算と述動した「分類体系」と共

通の推計を行なうための「標準推計方式」をＩＩＪが

提示したこで，各部道1ｉｆ県が独''１のデータを使用

して推計を行なっている。但し，都道府県単位で

は把握できない「金融データ」などのｊｉＬ礎統計資

料は「推計補助資料」として国がデータを提供す

るなど，地域ブロック会i磯を開催して推計上の情

報交換や，標率マニュアルの策定，補助資料の提

供など|刊と都道府県との連携を維持しながらljlt計

を行なっている。ＧＤＰとＲＤＰの全llil値の開差

は平均１～２％稗度である。但し，資料提供の関

係で、県民経済計算の公表は国民経済計算より１

年遅れで公表され，実体経済の２年前の計数となっ

ている。都道府U,Lによっては景気対策のため，四

半期推計を行なっている。

本においても，サービス業，特に「痕業所サービ

ス業」の内，労働者派遣業は労働形態の多様化に

伴うリド業所の概念糖備が「,清負業」か「派遣業」

かといった「グレーゾーン」を生み出すなど複雑

化しており，統計擦Iiiiが遅れていることも事実で

ある一方，過子マネー決済の日常化に伴う業種と

その113要との関連を把握するためにはコモディティ

フロー法では限界があるのではないかなどといわ

れるゆえんもある。

また，実質化については，従来は固定雅準年方

式を採用し，企業物｛lli指数，企業|fりけサービスＩｌ１ｌｉ

格指数，消費者物IIlli指数をダイレクトに利用して

|制定）IL準方式のデフレーターを作成していたが，

昨今の技術革新による経済構造変化に基準年固定

方式インプリシットデフレーターでは「ﾄﾞ万バイ

アス」が発生しているとの批判が大きくなり，固

定基辮年方式によるパーシェ型デフレーターの作

成を改め，征年基準年を変災する「連鎖指数」を

導入し，「デフレーターのバイアス」を除去する

努力をしている。デフレーターの作成は－－国経済

の成及率を几ろ上で人きな役割を果たしているた

め，精綴なデフレーターを作成するための努力を

するためには，物illi指数が精綴に作られているこ

とが前提であることは言うまでもない。

さらにこの論考では，経済活動は一国マクロ経
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